巻頭言 by unknown
巻 頭 言
病 院 長
近 藤 哲 夫
10年以上続く国の医療費抑制政策のため、どの医療機関も経営面で苦悩している。最近、医療機関、各種団
体の運動、そして国民の医療に対する不安が原動力となって、政府もやっと抑制政策の見直しの傾向を見せ始め
てきた。その実現に期待したい。とにもかくにもこれまでの厳しい経営を強いられている医療機関は、それぞれ
独自の努力、工夫で耐えてきているのである。特に自治体病院の決算では総務省自治財政局によると平成19年
度は全国で累積欠損金は２兆15億円で、前年度（１兆8,736億円）に比べ1,279億円、6.8％増加している。累
積欠損金を有する事業は558事業で、前年度（553事業）に比べ５事業、0.9％増加、事業数に占める割合は83.7％
であり前年度（82.3％）に比べ0.9ポイント増加となっている。また不良債務は1,186億円で、前年度（953億
円）に比べ233億円増加している。不良債務を有する事業は114事業と前年度（104事業）に比べ10事業増加
している。当院も平成19年度末で不良債務は約8.9億円あった。関係者からは経営体質に問題があるとお叱り
を受けるのであるが、我々その自治体病院に籍を置くものとしては、政策医療を含めて多くの理由をもって説明
し、理解を求めているが収支の数字だけを重視されると弱い立場になってしまう。
今春の総務省への「公立病院経営改革プラン」の策定の中では経営効率化、再編・ネットワーク化、経営形態
の見直しの三つの視点に立って公立病院改革を推進することになっている。この中の経営形態の見直しについ
ては、当院は平成20年４月に地方公営企業法一部適用から全部適用（以下全適）へ変更した。因みに平成21年
４月の時点で全国では自治体数149団体、320病院が全適となっている。この１年間の当院で具体的に実行した
事例を述べ、全適の効果について振り返ってみたい。
懸案であった看護職の給料表は従前の行政職（一）表から医療職（三）表を導入し、若手看護師の処遇改善を
行った。病院事業管理者（病院長）の人事権により民間キャリア職員を採用し、民間的経営手法の導入を図った。
リハビリテーション体制の充実を目指してOT、PT、STの大量採用を現在でも続けて行っている。また今まで
充実していなかった認定看護師の育成を積極的に行い、認定者にはその手当てを支給することにした。
一方、遅ればせながら平成20年度から DPC準備病院となり平成22年度の対象病院を目指している。またか
ねてからの課題であった病棟再編はトラブルも無く順調に完了できた。そして外来化学療法室の新設により対
象患者のアメニティーの改善と同時に収益アップ、在院日数の縮減効果が得られた。この３件がスムーズに実現
できたのは全適となって全職員の経営感覚、コスト意識が高まったことが大きな要因と考える。これらの経営努
力に対して室蘭市当局も極めて大きな理解を示していただいたこともあり、最終決算前ではあるが平成20年度
の不良債務は約7.7億円となり前年度より約1.2億円の解消の予定である。
全適となって約１年間の経過のなかで、今後へ継続できる安定した経営改善の道筋ができたとはまだ言えな
いが、全国で全適に移行しても成果があったのは約半数の病院と報じられているので、全適イコール経営改善と
はならないことを肝に銘じて今後も他医療機関を参考にして１日も早く安定的、自律的経営となるよう努力し
ていきたい。そのうえで当院の使命である地域に対して、高度医療、信頼される医療を提供するのが理想的と考
える。
全適になったからといって職員一人ひとりの仕事量は増えても決して減りはしない。このような職場環境の
中で、今回の市立室蘭総合病院医誌に多くの貴重な症例報告や緻密な研究成果の投稿があった。その労をねぎら
いたい。同時に編集に携わった委員諸兄の努力と熱意に深謝する。
医誌を定期的に発刊することは当院の医療・医学レベルの維持、向上につながり必ずや患者の診療に貢献する
ことと確信している。
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